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I はじめに

世界各地で、国境を越えた広域経済霞の形成を通じた国民経済もしくは地域経済の振興策が進められ

るようになってきている.東南アジアの場合，アセアン自由貿易地域 (AFTA) として関税障壁の低

減が予定されているが，それに先行してアセアンの部分地域において「成長のトライアングル」と形

容されるような国境を越えた地域経済振興が進められている.このことはア七アンの中でも長期間経

済発展が滞ってきたフィリヒンにおいても例外ではない.

すでに拙稿(1999) で指摘したように，ラモス政権下のフィリビンにおいては外資導入に基づく輸

出指向工業化の下， メトロマニラやメトロセブなど国捺競争力を発揮し得る地域へ重点的に産業立地

を誘導してきた.このことは，貝沼 (1999) の公共投資の地域的配分にIUJする分析においても導き出

せた傾向である.一方で，ラ，モス政権にとって，国内周辺地域をいかなる方式で開発するかというこ

とも無視し得ない政治課題であり，就中， ミンダナオ政策は歴代の政権に共通した重要課題であっ

た.ラモス政権はミンナダナオ振興の切り札として，東アセアン成長地域 (BIMP-EAG A， Brunei-

Indonesia-Malaysia-Philippines -East ASEAN Growth Area，以下では‘EAGA' と11手称する)11奇想、

を提起した. [車内j司辺地域に関しでほぼ|可様の課題を持つマハティール政権やスハルト政権と共同し

て， EAGAという新たな手法を用いて周辺地域の経済開発に着手したことは特筆されるべきであろ

っ.

本報告では， EAGA構想、の一翼を担う南部ミンダナオ地域およびその中心市ダバオを事例にして同

構想の進展下における地域経済の変容とまたその空間的諸問題について明らかにしたい.
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ミンナダナオ島南部に位置するダバオiHは，スペイン統治i王子の末期からマニラ麻のプランテーショ

ンの交易拠点として栄え， 1ヨ系・ I~=II翠系住民が多く流入した.のちにバナナやマグロの日本rî:ï] け集散

地， また行政!この仁1=1，心地として発展してきた. 1980年代まで、は治安状況から，本地域への投資は敬遠

される傾向にあったが，治安の回復につれて急速な地域変容が生じている. とくに EAGA術惣の進

展につれ，そのゲートウェイ都市の一ーっとしてかつてない投資ブームが生起し，その周辺地域への波

及がWj待されるに至っている

E 研究対象地域の概観

n -1 南部ミンダナオ地j或の概観

ダノ〈オ市は，フィリビン共和田ミンダナオj誌の1有部，フィリピンの行政地j或区分 J:-寸前部ミンダナ

オ地j或(第延地j或)に位置する 1) 南部ミンダナオi也j或は さらにダバオ湾jギ:地j或と SOCSKSAEGEN

地域に二分され，前者は，東ダバオ・北ダパオ・南夕、、ノ〈オの 3ナ1'1およびダパオilf，f走者は，南コタバ

ト・サランガニ・スルタンクダラートの 3州およびゼネラルサントス-rJ=fからなる. SOCSKSA I<G EN 

とは 3什11市の頭文字から合成された名称である:2)

1995年のセンサスによると 南部ミンダナオ地長女の人口は460)5であり，回全体の人仁!の6.7%， ミ

ンダナオ地域:りの人口の28%を占める. また， rY~部ミンダナオ地域の人仁n否!支は 170 人/kllì~で， ミン

ダナオ地法の仁1=1では最も高密度の)苦住である.域内の人口分布をiliおよびミュニシパリティ別にみる

と， ダバオ湾沿岸およびタグム JII流域平野，サランガニ湾沿岸およびコロナダル・バレ _1) ミンダ

ナオJII流域平野で密な分布を示している(第 1国).向地域の民族構成に言及すると， jjj(始マレ一系

のマノボ族・バゴボ族・マンダヤ族・カラガン族等，および古マレ一系で、イスラム教を信仰するマギ

ダナオ族等が原住民として本地域に居住していたが，華人および日本人の流入ののち，今日ではロー

マカトリ yクを信仰するフィリヒノが今日最も多くなっている.

同地域の]960年以降35年間の年平均人仁i唱力IJ率をみると， 8.2%である.この値はi司期11NJのフィリ

ピンの年平均人口増加率の4.4%をはるかに上回り， NCR (Iil家首都地域)の8.]%をも凌いでいる

このような著しい人口増加は， ダバオ市の都市的発展にも帰せられようが，むしろ，南部ミンダナオ

地域の高い農業生産性~こあるといってよい. 1995年現在，南部ミンダナオ地域の第一次産業粗付加価

値額は509億ぺ、ノと南部タガログ地域に次いでlil内第 2位であり 従業者一人当たり粗イ寸加価値額で

みても，菖都圏に近接する南部タガログ地域およびiヰづI~ルソン地域に次し王で，第 3 i立の労働生産性を

誇っている(第 l表).これは NJ積平野の発達 台風の筈を受けにくいといった自然的条件に加え

て， 19t1t紀末からのプランテーションに由来する大規模な輸出型農業で、あることに起I?_CIする.

プランテーション的な大規模農業に特徴付けられる本地域の農業も微細にみると域内での地域的差

異が克出せる. ミンダナオ島の東岸に位置し熱帝低気圧および北東モンスーンの影響を多大に受ける

東ダバオナけでは， ココナ yツの生産に最も特化している.それに準じた気候特性を有する北ダパオナ1'1

は，バナナおよびゴムの生産の核心地域となっている.ダバオ市においては，カカオ・コーヒ一等の

工芸作物のほか，キャベツ・タマネギ・カラマンシ一等に見られるように都市市場に向けた野菜・果
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第 1図 南部ミンナダナオ地域における人仁i分布 (1995年)

(So1tthern Milldallαo Statishcal y，ωrbool?， 1995， よ1')作/i文)
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実の生産が盛んである.さらに，南ダパオ州、iはカカオ・サトウキピに特化， SOCSKSARGEN 地域に

おいては，パイナ yプル・マンコーといった果実のほか，小麦・トウモロコシ栽培，牧畜業が盛んである.

SOCSKSARGEN 地域の中でも南コタパト州はフィリピンを代表する農畜産業地域として注呂を集

めつつある. [PJ'HIではもともと養11家業が!謹んであったが， 1988年から牛の大規模肥育を開始し， 90年

代になるとフィリピン最大の牛肥育産地となるに至った.オーストラリアのダーウインから輸入され

た牛は， ，可ナト|で肥育された後に，マニラへ生きたまま出荷される.飼料には，パイナップルの搾汁残

j宰， フイツシュミール， ともうろこし予知幸などが用いられる.なお， I司ナHでは，やはり 1980年代末か

ら，合衆国のドール系列の資本によって，日本市場へ向けたアスパラガスの生産も開始されてい

る5)

南部ミンダナオ地域においては，上述したような農牧業に加え，水産業も盛んであり，夕、、パオ市お

よびゼネラルサントス市がマグロの集散地になっている.

産業別の粗付加価値額および従業者数より南部ミンダナオ地域の産業構成をみると(第 2表)，第

l次産業へ大きく依存している状況が認められ，特化係数も lを上回る値である.その他，鉱業にお

ける特化係数が高いが，これには東ダバオナ1'1におけるニッケル鉱山および大理石の採掘が寄与してい

ると考えられる.また，ダパオおよびゼネラルサントスの 2市を有しているため，商業において若干
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フィリピンの地域別にみた第]次産業における従業者、人当たり組付加価値額 (1995:(1ミ)第 1表

従業者一人当たり

tll.f.UJ11111日告白知
(千ペソ)

NCJ~ 0 48 0.0 

CAJ~ 7.793 349 22.3 

イロコス 24，248 759 31.9 

カガヤン 21.657 800 27.J 

11:1部ルソン 37，J4 J 701 53.0 

}布部タガログ 75，413 1. 22L1 61.6 

ピコール 2J034 985 21.4 

凶部ピサヤ 45，419 1.223 37.1 

rl:J却;ピーザヤ 20，277 831 24.4 

東部ピサヤ 16，269 863 18.9 

i底部ミンダブーオ 26，424 562 47.0 

北部ミンダナオ 38，928 894 43.5 

[有昔日ミンダナオ 50.900 J ，008 50.5 

ItJ部iミンダナオ 17，245 567 30.4 

AI~I'v1M JO.216 508 20.J 

合計 412，964 J1.322 36.5 

NCJ~ は i主!家首都地域を， CAJ~ はコルデイレラ自治 i玄， AJ~lvIrvl はムス J) ムミンダナオ IJI 治区

をそれぞれ示す. (Philittilli' SIatislical Yearboo!?， J 996，より作成)

従業有数

(千人)

キ11付加Iwli1rl'J:認i

(百万ペソ)

i
自

由

w
v
w
w
噛

K
X
W
M
m

従業者数に誌づく産業情成

従業者数 (構成1:ヒ) 対全 IJ~l

千人 % 特化係数

1.008 ( 50.0) J.1 

(一)

(ー)

( 12.9) 

( 0.7) 

( 7.4) 

( 4.6) 

( 0.2) 

( 37.J) 

( 4.4) 

( 16.2) 

粗j付加価値額に基づく産業構成

*Il.付加価値額 (構成比) 対全国

千ペソ % 特化係数

第 1次産業 53.251，036 ( 43.0) 1.8 

農業 51β31.642 ( 41.7) 1.8 

林業 1，619，394 (1.3) 8.3 

第 2次産業 29，860，148 ( 24.1) 0.7 

鉱業 1.546，541 (J  .2) 1.2 

製造業 21.554，819 ( 17.4) 0.7 

建設業 6，159，118 (5.0) 0.8 

電気・ガス・水供給業 599，670 (0.5) 0.2 

第 3次産業 40.793.181 ( 32.9) 0.8 

交通・通信・倉庫業 3，411，731 (2.8) 0.5 

商業 22，903，245 ( 18.5) 1.2 

金融業 1，031，652 (0.8) 0.2 l 

不動産業 7，946，117 (6.4) 0.9 J 

民間サービス 5，500，436 (4.4) 0.5 1 

公務 5，466，017 (4.4) 0.5 J 

合 計 123，904，365 (100.0) 1.0 3，024 000.0) 

(Plulittine Stαtistiwl Yearbool?， ]996および SouthernMindanαo SIatistiwl Yearboo/(， 1995， 

*11.付加価値額および従業者数に基づく南部ミンダナオ地域の産業構成(J995{I'.) 第 2表
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の特化が認められるが，金融業を始めとする中

立-2 ダノてオ市の 1'J既存:J~

1995-'Q三のセンサスによるとダJ'i'オfl1の人口は， 10075 7千人で、ある.これは メトロマニラを構成

するケソン(l99lT)・マニラ(16575)・カローカン(]0275) の 3市に次いで， I主I1大J!l位の人口規模で

ある.もっとも，この人口規模は 世界最大と言われる2_211km2
の市j或部積を有しているがためであ

り，都市圏として考えた場合，セブ・マンダエ・ラプラプの 3ilJからなるメトロ七ブの人口(J0375)

の方が若干上回る.通常，ダパオは，メトロマニラ，メトロセブに次ぐフィリピン第 3の大都市とし

て位置付けられている.

ダバオ1'11はメトロセブとほぼ互角の人口規模を有しているものの 都市システム上はメトロセブよ

りも大きく -1~-IITl る地位にある.これは メトロセブがピサヤ諸島からミンダナオ島北部に至る広大な

後背地を有しているのに対し，ダパオは南部ミンダナオ地域のローカルな 1=1コ心として位置してきたた

めである.長い]1，¥)フロンティアであったミンダナオ島の諸都市が首都圏もくしはメトロセブと都市シ

ステム上で、直設に直接に結び刊、 1て発展してきたために ダバオ市は向島で、最大の規模を誇りながら

もミンダナオ烏を広く統括する地位には達し得なかったと言える.

ダバオを含む南部ミンダナオ地j或に元来居住していたのは，前述したように，原始マレ一系の種族

であった.現在のダパオ市域には，アポ山東麓にバゴボ族，東岸にマンダヤ族などが居住していた.

15世紀後半には，ムスリムがミンダナオ島南西部のコタノ川、に上陸し，以後，海岸線に沿って東進し

ダパオ湾に達した.ムスリムはダパオ)1]の河口部に集住し，集落をJl三成した.

都市としてのダバオの起源は， 19世紀中葉にある6) 1840年代末にスペイン人がダバオを征服し，

キリスト教徒からなるヌエバ・ベルガーラ (NuevaVergara) という名称の集落を形成した.ベル

ガーラとは，ダバオへの入植許可をスペイン政府より獲得したホセ・オジヤングレン(jose

Oyangren) の出身地であった.ルソン島やピサヤ諸島のスペイン人による統治が， 16世紀以来300年

以上にわたったのに対し，スペイン人によるダパオ統治はその後のわず、かに50年程度の期間である.

ヌエバ・ベルガーラが位置したのは， ダパオ)1]河口に近い左岸で，クリークにIHlまれた地点が選ばれ

た(第 2区j)，それは，今日のボルトン通りを車111として 南北に500m程度，東西に200m程度の規模

であった. 1855年にダバオにj苦往していたキリスト教徒は，現東夕、、バオナHのカラガから移住した非ス

ペイン人を含めて817名であった. 1867年までには集落の建設がほぼ終了し，翌1868年にはダパオの

名称が公式に採用された.以後，ダバオは華僑の流入をはじめ アメリカ人，ルソンおよびピサヤか

らのフィリピノ， 日本人を相次いで迎え，アパカ(マニラ麻)・ココナッツ・ゴム等のプランテー

ション経営の拠点 交易拠点として20世紀強から飛躍的な発展を遂げた. 1920年頃にはダパオ地域に

おいて，アメリカ人経営のプランテーションが40農園，日本人経営のそれが80農園を数えた. 1937年

に市1IJIJが施行された時点のダバオの人口は 6758千であった.

ダバオに最初に移民した日本人は，米軍のケノン少佐の指揮のTパギオでバンゲット道路の建設に

従事していた人々である.彼らのなかには，市街地で商業主となったり，パッキャオと呼ばれる請負
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耕作制度を導入し自らプランテーションを経営するようになった者もいた. Iヨ本人によるアバカ栽培

の拠点になったのが， I:jJ心市街地北西郊のカリナンおよびミンタルなどのタロモ)11の流域地域であ

り，雨集落がマニラ麻の集散地として発展した. 1935i:1三にダバオに在住していた日本人は13，500人で

あり，これはダバオの人口の 5分の lを占めた7)

第一二次世界大戦後， 日本人移民の多くは引き上げ、るが，プランテーション農屈は合衆国資本やフイ

リピノ資本によって継続された.マニラ麻の市場1illi1患が化学繊維の普及によって低下したため，アバ

カ農園の過半は植物上の特性が近似したバナナj菜園に転用された. 1968年には住友商事が資本参加し

たダバオフルーツというノけーナ農j認が創立された.一方，都市経済においては華人資本の活躍が際立

つようになっている.

1996年現在，夕、バオ港からの年間輸出総額は 61.彦、 l千万ドルであるが，その71%にあたる 4信、 3千

万ドルをバナナが占めている.その他 ココナッツ油をはじめとするココナッツ製品，ゴム等が輸出

額の!二位に位置する.総輸出額の45%が日本向けの輪出である(第 3図).また，ダバオ空港から積

み出される航空貨物のうち，重量比にしてほぼ3分 2を生マグロおよび冷凍マグロが占めている.マ

グロは台湾漁船が市内のトリルi.i:卒、港に寄港して水場げするもので，その過半はマニラ空港もしくはセ

ブ空港経由で日本に iji(ï~U:1 される.

1948年に11万であったダパオ市の人口は， 50年代までが年平均8.6%. 60年代には7.4%， 70年代に

は5.5%，80年代以降は4.3%の伸び率で増加し，前述したように1995年には100万を超えている.この

ような人口増加率の高さはメトロマニラ北部のカローカン市に次ぐものである.夕、、バオ市の人口増加

に伴し ¥1:j:1心市街地も)順次外延約に拡大している(第 4Izl).第 41Zl中でダバオ川より東側のポブラシ
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(ダノ、ォiJ.fuVIより{乍iι)

第 4図 J 950ir::ft '1:1 Wlと1990年代r!IWlのダパオyll'や心市街地

(NAivll<IA発行 5万分の l地形I~I およびダパオ市都市計画留に加筆)

7 

オンとu乎ばれる中心市街地の面積は1.028haで ここには万 5千人が居住している. 1司区域の人口密

度は14，082人/km2で、あるが，バランガイによっては 8万人/km2に達する地区も存在する. とくにダ

バオ)11のIEli可口左岸からサンタアナ埠頭にかけての地区で人口璃密が著しい.一方で，富硲層は郊外

に住宅を求める傾向があり， ピレッジと呼ばれる高級住宅地が多数建設されている.整然と亙画整理

された高級住宅地の間際には，貧困層の不良住宅群が軒を列ねている.
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霊 東アセアン成長地域構想、とその進展

ITI-} E!¥G!¥構想、の目標と運営機構

Blfvl P-E!¥ G l¥計画は1992年10月にブルネイで向かれた政府代表者会議で最初jに提起されたものであ

る.その後， 1994年3月に初めての公式会議がダバオi'11で開催され，これによって正式に発足したも

のとされている日)

日1!¥'1P-E!¥G Aの加盟地域は第 51z1にも@示するょっな}j、ドの地域群である.

①ブルネイ全焼

⑦インドネシアの凶部・中央・南部・東部カリマンタン， :1ヒ・ I:j:'央.T'(;i東.T'?1スラウェシ，マル

ク，イリアンジャヤの言1-10ナH

③マレーシアのサバ・サラワクナHおよびラプアン述邦政府直ljij1i地域.

④フィリピンのミンダナオ鳥およびパラワン諸島.

当初']，フィリピンのミンダナオ烏およびパラワン諸島 ブルネイ全体，マレーシアのサバ，サラワ

クナI'i，インドネシアの北部スラウェシ，東部および西部カリマンタンの各州の約100751く1112，人口約

4，000万の領j或であった.その後， 1996年 7月にその範囲がボルネオ(カリマンタン)烏およびスラ

ウェシ島の全域，マルク諸島 イリアンジャヤにまで広げられた.拡大後の面積はJ5075km
2
，人口

は4，5007]となった.列強の槌民地支配とその後の国民i芸家の形成によって分i訴された地域ではある

が， 16世紀以前にはアジアの貿易ルートのーっとして，ある程度の文化的一体性をある程度育んでいた.

BIMP-EAGAは，今日でこそ「成長のポリゴン」と呼ばれることが多いが，拡大前にはアジアの

i)夜長のトライアングル」の lつとしてしばしば形容された i成長のトライアングル」という用語

霊童1994年3月加盟地域

/感審議1996年7月1JrJ盟地域
I @人口50万以上の都市

。人口1O~50万の都市

建勤務齢、

インドネシア ~f ~ 

~ j7 

第 5図 点アセアン成長地域 (BIMP-EAGA) の加lH?J地域 (1998:fj三現在)

(EAGA 資料ほかより作JJ);:)
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は，元来， 1-SIJORI成長のトライアングル」で使われた用語である. SUOIミ!とは， シンガポール・

ジョホール')+1 (マレーシア)・リアウ半島(インドネシア)にまたがる地j或を示す.

アジアの成長の三角地;市には このほか 香港を中心とする華南経済函 (PearlRiver Delta 

Triangle) ，北部スマトラ，マレ一半島，タイ南部をカバーする IlVlT-GT(Inclonesia.Malaysia. 

Thailancl GrowLh Trianglと)などがある.

BlIvIP-E.AGAは， SIJOI<l，刊行、-GTとともにアセアン自由貿易地j或(.AFT.A)の試金石としてj主!ヨ

されており，逆に.AFTAの推進はこれらの成長のトライアングルの発展を促進する条件となろう.

しかし，他の成長地域と BIMP-E.AG.Aが異なる点は 他が各医!を代表する成長中心から構成されて

いるのに対し， I3IIVIP-EAG.Aの場合 ブルネイを例外とすれば各屈の後進地j或から構成されている

点，言わば「周辺地j或同盟」としての特徴を有していることである.後進地主主が結合することによっ

て，新たな経済成長の機会を獲得しうるという主張に BIMP-EAG.Aの自新しさがある

BIMP-E .A G .Aの I~I 擦は， J司辺地域!可 I:~Î. に基づく，域内における貿易，投資およびツーリズムの拡大

にある.人・誌ii!111・サービスの流動を高めることには各地j或経済を刺激するであろうし，相互のアク

セシピリティの向上は自然資源およびインフラストラクチャーの相互利用を高め得る. しかし，域内

の相互投資だけに依存していては 貿易・投資の拡大は望めず， 4ヵ宙開の相互補完を強めるととも

に各部分地域の地域計画を適合させ基本的なインフラストラクチャーを整備することによって，アジ

ア太平洋地域をはじめとする諸外留からの投資を誘導するというのが実質的な狙いであるといえる.

さらには，持続的発展を意図して，生態系f言二週!と資源寺IJJ有の調整も目標の 1つに掲げられている.

本地域間協力には仁j=l央事務局が設置されておらず， 13の作業部会を設置し作業部会の議長を各国

が分担してつとめ， しかも会議は各国が持ち回りで開催するという運営方式が採用されている.13の

作業部会とは最優先の航空縞・海上輸送・ツーリズム・漁業協力・建'設の 5部会およびその他の通

信・環境・森林・人的移動・人材開発・金融・エネルギー・農業の 8部会である.各部会は各国数名

づつの代表から構成されているがその半数は民間からの代表である. EAGA構想は民間部門を成長の

原動力として高く評価しており，作業部会とは別に，民間部門を代表する東アセアンビジネス委員会

(E.ABC) が1994年11丹に設立されている. EABCの事務局は1996年10月にパンダルス 1)ブガワンに

設けられた.

凹-2 EAGA構想の進展

上述したように1994年に正式発足した EAGA構想は，当時の東南アジアの好況に後押しされて，

少なくとも 1997年の通貨危機までの 3ヵ年の関においては極めて)1誤認に推移した.ここでは， EAGA 

の第一義的な目的ともいうべき，「人・商品・サービス」の流動を高めるべく行われた施策の到達点

に焦点をおきたい.

まず，航空ネ y トワークの拡充に関しては， 1995年 2月に指定航空会社に対する域内都市での離着

権の自由化の合意がその具体化の第一歩になった.この合意が契機となって， EAGAの発足以前に 5

路線であった域内相互間のlil際線が1997年までに11路線へと増加した(第 6IZI).従来，路線の存在



ハ
υ

I/~オ

④ 
く~~‘

ゴ九四間一既設路線
。喝〉町四回計画路線

第 6図 i乙へc;¥NIJ、H!!I(IIU における !Jij 際*)j{ tJiL')~b';H~tJ (1999 {!e) 

( E!¥13C資料より1'1:)ω

しなかったミンダナオ烏・ボルネオ島 J1J'J およびミンダナオ島・スラウェシ烏)1，\)で新)J:~li!各線がl~l~J 設され

た意義は大きい. 1999年現在でさらに 4路線が予定もしくは計画されている (1)

航空網作業部会の役割は，新規路線開設に関する検討のみならず，空港整備構想にも及んでいる

同部会は1999年の時点で域内の11の空港での滑走路延長や旅客および貨物ターミナルの設備を重要課

題に掲げている.

次にiiI):上輸送の分野で、も， 1996年 7月に域内の海運関係者の間で，共通課題が合意に達し，以後，

新規航路の開設や域内の港湾使用料金の引きトげなどの成果が認められている. とくにミンダナオ島

とボルネオ島およびミンダナオ島とスラウェシ烏を結ぶ定期航路(i出船)の実現は重要な成果であ

り，今日， ダバオおよびゼネラルサントスとビツン CIヒスラウェシナ"1)，ダパオ・イリガン・カガヤ

ンデオ口・コタノてトとビンツール(サラワクナ"1)， +yンボアンガとサンダカン(サノ汁1-1)などの区間

が定期航路によって結ばれている. また，港湾整備も進捗しており， 1998年までにブルネイの主要港

ムアラ港やサノサ，.，のコタキナパル港においてコンテナ j1~L~Nおよびコンテナ・ターミナルの整備がほぼ

完了した.これらの他，域内の大多数の港l}号において合弁事業に基づく整備拡充が計画されており，

アジア開発銀行はこれを支持している.

一方， EI¥G.Aの建設部会は，陸上交通をも含む総合的な交通計画として「汎 E.AG.Aマルチモダル

交通構想」を提起しており， 1997年に開催された第 61m EAG A高官会議において同情想は最重要諜

題として路認された. I司構想、は，マレーシアの汎ボルネオ幹線道路，インドネシアのカリマンタン !~i~

線道路， ミンダナオ島の海岸道路など既設道路もしくは既存の計画道路を活用して幹線道路体系を構

築するとともに，サノサHのスンポルナとザンボアンガの!日']，ダパオとピツン(スラウェシ鳥)，パル

(向)とサマリンダ(東カリマンタンナ/-1)をそれぞ、れフェリーで結合し，ボ、ルネオ・ミンダナオ・ス

ラウェシの 3烏を環状する交通路を確立しようとするものである.あわせて，建設業や造船業への経

済的波及が企図されている.
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以上のような交通網整備の実施もしくは計画に加えて， EAGAは人的流動を活発にするために，諮

flJIJ)支の改革を実現してきた.旅行税・出国税の免税，出入i豆!手続きの簡素化，就業li寺に必要な健康診

断書の相互有効化，域内における長距離電話料金の大幅値Î~- げなどがその主だったものである.これ

らに伴って，以下にみるようにj或内における硲11支出や就労のための渡航が活発化してきている.

w 夕、バオ市の地域変容と都市計画の進展

IV-l EAGA構想に伴う交通流動の活発化

ダバオ市は人仁110075で EAGAの仁1:1で、は最大の者間7で、ある.人仁14，50075'を有する地j或の首位都市と

言えなくもないが，先にみた通り都市機能の集積とし寸意味で もしくは交通結節点としての地位と

いう点では，その人口規模の大きさに較べれば!日立弱性は免れない.空港の乗降客数から EAGAにお

けるダバオ市の都市システム上の位置を検討すると，ダパオ空港は EAGA域内の主要空港のなかで

第 6位の乗降客数である. 1995年のダバオ空港の居内線をも含む利用客数は65万人であり，これは，

コタキナパル (241万)，クチン (20775)，パリクパパン (11275)，ブルネイ (9475)， ミリ (94万)

の次に位置する. ミンダナオ島には 匡i際空港としてダバオの他に サンボアンガ空港およびゼネラ

ルサントス空港があるが，それぞれ36万人， 7万人と， 夕、、パオ空港との差は小さくなく，夕、、パオは

EAGAのフィリピン側の雑菌たる拠点ではある- ~)、下に述べるように， EAGAの発足に伴って，ブル

ネイ・フィリピン・インドネシアとの間の交通流動が活発化してきており，ダバオ市は交通結節点と

しての重要性を増している.

EAGAの発足前，フィリピン国外の EAGA域内の諸都市とダバオ市とを結合する公共交通機関と

して 1I住一， :1とスラウェシ州のメナドとのI1AJに定期航空路があったのみであった.今日においては，

対コタキナパル航空路線が開設され，ボルネオ島の主要都市との間で荷船が就航しているさらに，交

通インフラの改良として，サンタアナ・フェリーターミナルの建設，ダバオ空港の旅客ターミナル改

築および滑-走路延長 ダパオ・デイゴス道路の建設 コースタル道路の改良なととの計画が進められて

いる.交通網整備に加えて，前述したような諸制度の改革が相候って，ダパオと EAGA地域の間で

の，旅客および貨物流動の増大がもたらされている.

まず，南部ミンダナオ地域への外国人の旅客流入に着目すると(第 7図)， EAGAの参加国(フィ

リピン以外の 3ヵ国)から同地域への旅客流入数は急速な増加を示していることが指摘できる. 1989 

年における EAGA参加留からの流入数の564人に対して， 1996年のそれは8，492人となっており，その

数は両年間で約15倍に増加している.この伸び率は他国からの流入旅客数の伸びをはるかに上回るも

のである.なお， 3ヵ国11寺に流入数の顕著な差は認められない. また，ダバオ空港における I~内線需

要も増大しており，国内線利用客数を含むダバオ空港の利用者数は1990年の4475人から 1996年の85万

人へとほぼ倍増している.

一方，ダバオ港の貿易量の推移(第 8図)は年次による変動が激しいものの， EAGAが発足した

1994年以降においてはダバオ地域と EAGA諸国の間での貿易量の着実な増加を看取できる. 1994年

の輸出入額を100とした際の1996年の輸入総額・輸出総額の指数がそれぞれ104と93であるのに対し
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EAGA参加匡!からの輸入額および EAGA参加lilへの輸出額のそれはそれぞれ341と420である.て，

i可IJIIは EJ¥GJ¥からの輸入額の61%， iIi自マレーシアとの結合が最も強く，EA.G.A参加国のなかでも，

入額の75%を，:':iめている.

上述したように，南部ミンダナオ地域もしくはダパオと EAG.Aの間での旅客・貨物の流動が，他

フィリピンEAGAとの問で、の流動は，とは言え，飛躍的な{Fj3びを示している.I~ との流動に較べて，

アメリカ合衆国との間で、の流動に較べればや1::1本，国内の他地j戎(マトロマニラやメトロセブなど)

EAGA構想に伴って地域経済構造が抜本的に変革されたしたカfって，今日なお微々たるものである.

今後の地域経済成長のための一つのポテンシャルがもたらされたに過ぎなとみるのは早計Aであって，

次に述べるような投資活動の活発化に伴っむしろ，い. EAGA構想がダノてオ経j斉に与えた影響とは，

て都市的機能の拡充がなされつつあるというところにある.
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IV -2 E.AG.A構想に伴う地域経済および都市空間の変容

EJ¥G.Aの発足を好機として，自治体および経済界は市内における投資の拡大に精力的に取り組んで

きた. フィリピン!輸出者連合第xr地域支部とダパオ市は共i司で「インベスト・イン・ターバオ (IID)J

計画を打ち，I~U し，それを具体化するためにダパオ投資促進センターを設立した. I司センターの主な活

動は，許認可取得手続きのネil山IjJ，地域経済情報の提供，合弁契約の仲介，用地のijiS~旋，投資ミ y ショ

ンの開催などである.従来，投資抗進活動を進めていたのは，政府投資委員会 (1301) の地域オフィ

スであったが， ] 99511三tJ、降， 1301とIIDの二本立てで投資推進がなされようになった.

ダバオi:l'iにおける登録企業の投資績の推移をみると， EJ\ G .A十Tlj.~.Etが最初に提起された翌年の 1993年

に大111mに増加し， 19941=1::に--11寺的に落ち込むもののその後は年間50億ペソを超える投資額となってい

る(第 9liIl). 1995・1996iTI万年において投資総額の内訳をみると(第101RI)，総額の57%を不動産開

発， 18%をツーリズムが占める一方，アグリビジネスや製造業といった生産部門においてわずかな比
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第 9図 ダパオ>，11における投資額推移(1987-1996年)

(BO I-I~cgion XIおよびダバオ投資促進七ンター資料より作成)

第10図 インベスト・イン・ダバオ計画に基づく投資額内訳(1995・96ii三)

(夕、、パオ投資促進センター資料より作成)
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平となっている.

2年次で、63億ペソの不動産投資のうち， 42億ペ、ノを高級郊外住宅地やコンドミニアムなどの住宅開

発が占めている. また， 121意ぺ、ノが商業施設やオフィスピル， 9 億ペソが工業間地I~日発に充てられ

た. ショッピングセンターは1990年代前半からU:l，J}{し始めている.ロレール通りを空港方市に向かっ

たオブレロ地i互には 百貨J;"~ ・スーパー・専 I"J J;~~ • IりとTIlflf!Hi;写ーからなるピクトリアプラザがミンダナオ

島最宇大のショッピングセンターとして1m，業した. ダウンタウンの JSガイサノは華人資本による百貨

J，5を主体とした高所得階層向けの構成であり，さらには同一資本によるガイサノモールが，チャイナ

タウン近くのローレル通りに面した地点に新設された.

さらに注目されるのは，プライスタワーと呼ばれる]4階建てのオフィスピルの建設で、あり， 1998年

に竣工した. I可ビルは，マニラに本社を有するプライス地所によって建築されたものである.これは

ダバオili初の高層オフィスピルであり，屋上にはヘリポートも設置されている.各オフィスからはダ

ノ可オ市街地やアポLLJ，ダパオ湾，サマール島が一望できる. 1998年 2月現在で50%の部屋で入居契約

が成立している. また，そのi捧持地にはi百jーの不動産資本によって，オフィスおよびコンドミニアム

を中心とする 15階建ての「ツインタワーj が計画されており，プライスタワーとあわせて「プライ

ス・ビジネスパーク」と命名される.これは 11ヨ市街地のやや空港寄り， ピクト 1)アプラザの近くに位

置しており，近い将来，この地[Rが新都心としてのさらなる機能集積を;市びてくる可能性がある.

工業団地開発の主だったものは，空港やササHflm~に近い交通の安揺れこ建設されているファースト・

オ 1)エンタル・ビジネスパークである.本工業白地は後述するような地域農工センターに地域設定さ

れた地点に建設が進められているものである.

次に，約20億ペ、ノのツーリズムへの投資のうち， 191:意がホテルへの投資が占めていることがj主目さ

れる.ダパオ市において 従来 最高級のインシュラーホテルとそれに次ぐアポビューホテルが外国

人向けのホテルとして知られていた. しかし，インシュラーホテルはリゾート仕様のホテルであり，

アポビュー・ホテルも客室数が限られていた. 1うIivlP-EA G.A構想の進展の中でダバオ市がコンペン

ション・シティとして脚光を浴びるようにな!')， ドリアンホテル，マルコポーロホテル， グランドメ

ルキュールホテルなとJ大規模なホテルの建設が進んで、いる.

れr-3 ダパオ市における者!Sr¥l計画の進展

ダノくオ f!lは， メトロマニラのマカティ市などと並んで， Il'心市街地の区画整理が比較的行き届いた

都市である.すでに第 4図に示したように中心市街地の内部においては整然とした街区形状が確認で、

きる.一方で，海岸j五円、にはムスリムの高密の住居群が拡がり， また，区画整理がなされた地区の 11~J

i坊を埋めるように，不良住宅群が広がっている. また，市街地の北側に位置する日比友好道路に面し

て，谷を埋めるように塵芥の最終処分場が広がる.その谷Jこには，処分場からの再生可能品の回収を

生業とする人々の非定化の不法居住集落がある

整然とした市街地が広がる一方で，問題地域が散克でき， E.AGAの進展に伴う都市経済成長の中で

市街j也の紫秩!字なおよ大が;進行する riJ能性がある.
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こうした状況認識から， J 995年には25年の計画期1M]を有する『ダバオ市総合関与を計画:] 996-202] 

:f1:...Jjが策定され，また，同年に!可ーの計癌期間]の用途地域flJljのゾーニングマップが発表された.

i司総合開発計画は，急速な都市発展が，農地から者1)[=llljヲ土地利用への急激な転換，水辺環境の悪化

なとごの生態学的問題，中心市街地への都市機能の過剰集中などの都市問題を惹起してきたことを指摘

し，次のような事項を達成目標とする土地利用計画の作成の必要性を論じている (Cityof Davao， 

1995， 292-364) 

①25年間に生起するであろうさまざまな土地利用需要にj芯えるとともに， 11拐さと環境の均衡を硲

保できるような適正な立地にそれらを導く.

⑦社会経済発展をはかるために，必要とされる社会資本をその機能を考慮して適切な空間的配置

する.

①破壊された自然資源をIill復する努力をさらに高め，かつ自然資源の適切な利用を実現するため

の!?再発政策を樹立する.

土地利用の現状を分析した上で、同総合開発計画は，新たな土地利用計画を提示するが，都市的土地

利用に限ってその骨子を整理すると次のようになる.

すなわち，バランガイセンター (BarangayUrban Centers)，地区七ンター (DistrictUrban 

Centers)， !~IJ {、市街地 (MainUI・banCenteγ， Poblacion) の 3階層からなる中心地システムの形成を

I~IJ 徒に空間的均衡のとれた都市関与をの提案である(第111豆) . 

これらのうち，第 lにバランガイセンターとは，主に農業地域に位置し周辺に第 1次階層のサービ

スを供給する仁iコ心地であり 小学校を中心に半径500m程のおよがりを有する. この範囲内で，商庖街

や診療所，余11IN施設，近代的なバランガイ IT舎，電力・水道等の整備が行われる.

第 2に，地区センターは，市内のj美村部に第 2次階層のサービスを供給することを主自的に笠備さ

れるものである.そのサービスには，商業，製造業 中等教育機関，地区庁舎，病院，交通ターミナ

ルなどが含まれる.同時に地区七ンターは 中心市街地からの人口および都市機能の分散を円滑に進

めるという自的も担っており それぞれのセンターは次のような機能分担を行うものとされる.

タロモ)11の上流に位置するカリナン地区はj模業を基盤とする産業活動の中心として整備する.かつ

て[:]系プランテーションの中心となったミンタル・トゥグボック地区は，フィリビン大学ミンダナオ

校やフィリピン科学高等学校ミンダナオ校など既存の高等教育機関の立地を活用して，研究学i望者I~市

として整備する.問地区においては， ミンダナオおよびEAGAにおける研究開発の中心として都市

整備を進行させるとともに ダパオ市のスポーツ活動の中心としてのみならず，将来的にはアジア大

会やオリンピックの誘致が可能なようにスポーツ施設の充実をはかる.一方， トリル地区は， i魚、港や

リゾートの存在によって既に都市基盤の主主備がある程度進捗している.同地区は，中心市街地の

CBD機能の補完を第一の課題とし，同時に水産関連産業の極，また新興住宅地域として整備をはか

る. さらに中心市街地の北郊に位置するブナワン地毘においては，ダバオ空港やササ埠頭への近接性

と相対的に低水準の地舗をいかして工業地区としての開発を促進する.なお，同地!豆は，前述したよ

うに地域農工センターとして指定されており， Ilangパランガイにおいてはすでにミンダナオ島最大
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規模の生産能力といわれるセメント工場が立地するとともに，ファースト・オリエンタル・ビジネス

ノマーク 10)の建設が進めれている. また， 夕、、ノくオ空港にj骨走路延長工事に{半う移転集落の建設も行われ

ている.

第3の階層の仁1:1心地は，既存の中心市街地である.高密度な居住が継続される限り，都市再開発が

必伊三的に必要となり，その際には土地利用の垂直な拡大が前提となる. ダパオ fllや南部ミンダナオ地

域の仁l-=l心としてのみならず EAGAの一大中心として，重工業を除く都市機能の継続的な拡充と一方

でオープンスペースの確保が方11:1]1すけられている. 2010年代までには，仁1:1心市街地における住居系土

地利用の継続が副知;になることが予想され，上述したような副次中心(地区センター)への人口およ

び一部都市機能の分散が必要とされる.

以上のようなダバオ市内における都市システムの構築の構想にあわせて，交通計画も『総合計画』

において提起された.道路計画として60-80111のIIJffi員を有する 5本の放射道路， 3本の環状道路の整

備もしくは新規建設が提示され，また， !I珪鉄道輪送 (1i只htrail.transit， LI~T) の建設も構想にのぼっ

ている

。 。
林業・高地農業地織 。 10km 

。~

¥
 

。
PAQUIBATO 

¥ 

。 。

，ら
/ 

。
。

。
J〆

。。
/
 

J
 

O
 

/
 

。一ノ

0一
o 。。

。。
。 。
山岳リゾート地織

。

0 
0 

0 
'.--..-

一・』匂』

o Barangay Urban Centers 

第11国 ダパオ市総合IjfJ3f:計産IT(1996-2021) における土地利用計画

(City of Davao， 1995，の文言を基に作成).



V 南部ミンダナオ地域における域内格差と地方計画の課題

V-l 地域経済成長の!被行性
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EAGA構想の進捗に伴って，ダパオiliにおいて著しい地域変容が進行していることは既述したが，

南部ミンダナオ地域全体の動向を示す指標においても地域経済の成長は看取できる.第 3表に基づく

限り，林業を除く全ての産業分類において*11付加{illi値傾のI自大が認められる. しかし，一方で，この

ような地域経済成長が業種11りおよび部分地域開の政行性を伴っているということが指摘されなければ

ならない.

業種11，¥'Jでみた場合，建設業と公務において他業種よりも圧倒的に高し;*13付加価値綴の増加率を示し

ている. これは， まさに EAG.A推進に伴う建設ブザームとそれを推進した公共部門の機能拡大11)を如

実に示している.このことから危'U~，される第 1 の点は，かかる地域経済成長は E .AGA 構想の推進に

よって一時的に生起した建設および公共投資ブームに過ぎなかったのではないかというこど，すなわ

ち，農業や製造業など実質的な生産を支える部門にどれだけの経済的波及がなされているかというこ

とである.農業および、製造業において粗付加価値額の一定程度のややびが認められているとは言え，こ

のことは今後の持続的な成長を保証するものとは即断しがたい.生産を基mUlとして諸種の加工部iヨ[1か

らなる域内産業連関をいかに憐築するかということは今後の大きな課題となろう.第 2の点は， })、I"

で述べる点と関係するが，建設投資ブームは南部ミンダナオ地域を広く覆ったわけではなく，主にダ

バオ市，これに加えてゼネラルサントス市への投資にほぼ授られていたということである. したがっ

第 3表 N，j部ミンダナオ地域における j主業部門別手I1十J"JJllIlIliW知の:I:'tI;J，&: (1992-96il'-) 

産業分類
来日付加価値額(千ペソ)

増減率(%)
1992if 1996ir. 

第 1次産業 37.736.593 58.341.751 54.6 

農業 34.148.953 57.344.332 67.9 

林業 3.587.640 997.4 J9 -722 

第2次産業 19.597.062 35.376.329 80.5 

鉱業 1.178.007 1.797.837 52.6 

製造業 J5.457.486 25.895.359 67.5 

建設業 2.580.087 6.969.582 170.1 

電気・ガ、ス.7]<供給 381.482 713.551 87.0 

第3次産業 32.962.862 52.878.591 60.4 

交通・通信・合同工業 2.852.841 3.856.802 35.2 

商業 17.355.468 25β10.319 47.6 

金融業 747.248 1.259.906 68.6 

不動産業 5.417.080 8.899.136 64.3 

氏関サービス 3.630.379 6.501.603 79.1 

公務 2.959.846 6.750.825 128.1 

£l=』I 90.296.517 146.596.671 62.4 

(Economic ancl Social Statistics Office. National Statistical Board，資料より

作JJ)t)
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て，建設ブームによって両都市の機能の拡充がなされたとは言え，それを周辺地域の所得拡大や生活

水準の!こ131
1
-~こ結び{寸ける機構こそが重要視されなければならない.

第 4表(土，南部ミンダナオ地域の主要生活指標を市ナI'II，JIJに示したものである.失業率を除けば，い

ずれの指標においても，ダバオ・ゼネラルサントスのil1jjilJと他の什!との11kJで著しい絡差が認められ

る. とくに貧国平は 2市以外ではおしなべて高く， 自動車普及率も 2市以外では低位にある， EAGA 

の発足後の変動こそ，本表では分析できないが， 1988-93年の 5 1M]でダバオ市が貧困率を減少させ

ているのに対し，データの得られる各什i ではいずれも貧 I~I率を増大させている. とくに，南コタパ

ト・サランガニナ1'1， ダバオ州でそれぞれ， 15ポイント， 8.3ポイントという著しいj首加が認められ

る.かかる貧i君!曹の増加は，各什!の I~J心集落への人口流入を促し，者ISï!l 人仁i 率の増大へと結び付いて

いる.さらには，都市人口率の大きさは失業率の高さにも反映している.

V-2 地方計画の進展

南部ミンダナオ地j或開発協議会は[i"南部ミンダナオ地j或開発計filli(SfvmDP) : J993-1998-'Q三J を策

定し，これを 1992年に公表した， 1司地域の!?再発計画としては政府によって1977年に策定された 5ヵ年

計画および10ヵ年計画が最初のものであるが， SMRDPは地域開発協議会(I<DC) の発足12)以降最初

の計画となった， 1995年には， I~ll際情勢の変化や EAGA の発足を踏まえて， I可計画の修正版を発行

している山

Si¥1RDPは，第 2次産業の強化および生産の高付;J[l価値化によって雇用機会の拡大と地域的不均街

の是正を主たる目標としている.かかる目標を実現するための 2つの戦略として，縁辺地域j民主発展

(Countrysicle Agri-Inclustrial Development， CAID) ljii(1I1告と EAGAi蒋惣が位置付けられるが， さらに

これらの 2戦略を補完するために「空間的開発戦略」が提起される.

r空間的開発lji!<:HI告」は r経済!歪I(economic 20問) lii]<: 111告J，r二極化 (bypo]ar) 戦111告J，r多極化

(CI ispersecl concentric) 戦略」の 3つによって成り立つものとされている(第121zl).経済菌戦III告と

は，南部ミンダナオ地j或をダノてオ市を i千二i心とするダノてオ圏j或1'1}とゼ、ネラルサントス市を中心、とする

第 4表 i'H{fl;ミンダナオ地域における di1十17]1]主要生活指標の比iji_交

失業不(出)
立 1~~1 ヰ; (%) 者1111i人CI半(%) 自動車普及率電化W:帝率

J996:f1'-
(台/千人) (%) 

1988il三 1993if 1980年 1990年 1995il三 1995if-

京ダ/<オナ1'1 9_1 54.3 55.3 22.5 38.9 8.7 63.5 

~It ダノ\オ)-1-1 5.2 37_1 45.4 23.5 34.7 19.7 77.8 

it，jダノtオナH 4.0 60.9 61.6 19.2 23_6 12_0 52.5 

f+IコタノtトナH 9.1 28.9 41.1 29.9 742 

サランガニナ1'1
43_9 59.3 

3.9 20.0 35_6 N.A 23.7 

スルタンクダラートイ1'1 1.8 N.A 50.5 20_9 31.0 N.A N.A 

ダノtオdi 9_3 26.6 23.0 67.0 73.2 55.4 88.4 

七、ネラルサントス-J!i 7.8 N.A 31.8 63.0 97.3 57.2 61.0 

(I~DC-I~e只!OJ1泊、資料より竹:J主)
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SOCSKS.AI<GEN 1壱IJ或の 2つの計画地j或に区分しそれぞれのi歪IJ或において開発計画をさらに具体化

させるという構想である. また，二極化ij攻略とは外部経済条件に比較的恵まれたダバオTllおよびゼネ

ラルサントスmに地j町長工センター (RAICs) を佐官Hiし， 1可二位を成長の極として経済成長を促す構

想である.ここで， RAICヌとはアキノ政権H)Jに呉体化したフィ J)ピン政府の地域産業センター

(1<ICs) flli惣1:-))に基づいて卒業が進められるも ので ある 二極 を京m完するために分散的集中

(多極化) ij切11告も提j[さされており， これは]]の什IJ支~[センター (PAICs) を分詩文的に i配置する計画で

ある(第13図).

上述の空間的開発i段111告は， SfvlROPの策定以前に ](OCによって具体化しており， 1990年-2000年ま

でに二極化戦111告を推進させ，以後， 2001-2010年の多極化戦III告に転換し さらには 2Ii{?T層の各極を結

合させるネ y トワーク (constellation) 戦略 (2011-2020年)に移行させるという構想である (PranLilla，

1997) . 

この点に関して， NEDA地方事務所は， これらの戦略を， 第 l段!階1桂5としてi開7羽丹発の}原E京u弱動守訪jカとなる仁i

j地也j域或に集仁中1:ド:コ'1的'j拘j内守な投資をi導尊き， 仁中i

ている. ~競売今苛争争"午1トφ， '1位'1性2笠:をもつた j地也j或発!展畏を;期1ザ明j月H待手寺;するためには， 当初jから分散的な 1~ f.13去を行うよりは「成長の

極」型の政策の方がはるかに;現実的であり，この点で、は，理想的な!?再発形式であると言える. しか

し，ここでの問題は，いかなる種類の投資をいかにして「極」に導き，その経済効果をいかに周辺農

村に波及させていくかという点にあろう. ](AICsの開発は，先述したダバオ市の例にもあるように一

定程度進捗しつつあるが， PAICsの多くでは予定区域が設定されたのみで具体的な用地造成や企業進

出の目処は立っていない.南部ミンダナオ地域の空間的均衡を達成するためには，何よりも P.AICs

が計画されているような州都クラスのミュニシパリティにおいて第一次産品の加工基盤を高め，これ

によって周辺農村における過剰人口に対して就業機会を確保し，かつ後方連関効果によって周辺農村

の第一次産品生産に対して安定した市場を供することが最優先課題となろう. さもなければ，ダパオ

市やゼネラルサントス市へのさらなる人口流入を惹起しかねない. EAGA構想、の進展の下で， 1990年

a)ξconomic Zone Strategy 

b) Bipolar Strategy 

/ 轡母/
Two Regional AgrトIndustrialCenters (RAICs) 

c) Dispersed Concentric Strategy 

/士二二。~
εleven Provincial AgrトindustrialCenters (P AICs) 

第12図 南部ミン夕、ナオ地域開発計画における空間 li攻略

(The Regional Development Coul1cil. Southern Minclanao l<cgion， 1995，の文言を基に筆者作成)
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第13図 1IIIHî\:I\ ミンタナオ地域における地域l;~ I ~センターと州民 Lセンターの配 ii'i: ， ílil lJ j

1]-1& ， x:tixjlf~iìJ J.J liijのIH;'¥:I¥ミンナダナオj也j或(第 XIJ也j戎)である

(人I1tipolo，1997，より{乍)J父)

代に推進されてきたのは，ナ"1都クラスの地域中心に対してよりは， 2市への集中的な資本投下であ

る.

南部ミンダナオ地域を網羅する地方計画が立案される一方で， ミュニシパリティ連合とも言うべ

き， -，とからの地J或開発構想も提起されるようになっており， 1'vl.AGI3.ALUST.Aエコゾーン構想がその

好例である. これは，東ダパオ州のナトi者1)マティを 1=1=1心に， Gov. Generoso， Banay-banay， Lupon， S 

lsic¥ro， Tarragonaの 6のミュニシパリティから構成されており，その名称もこれらの各頭文字に由

来するものである.エコゾーンは，エコノミックゾーン(経済圏)とエコロジーゾーン(生態系保全

地帝)の双方の意味合いを有しており，大JllI石の鉱山の!?出会と加工業の育成，ココナ yツ関連加工業

の振興，マングロープ林を有する干潟の保全とこれに基づく観光開発などを開発の重要課題としてい

る.

U 結 五ロ
z
z
ロ

EAG.Aは，参加各国において周辺的地位にある地域が連合することで，経済発展の機会を見い出そ

うとする新たな地域開発手法である.本稿は， EAG.Aの発足後約 5年が経過した時点において，それ

が地域経済へもたらした影響と また EAG.A構想下における地域経済開発に関わる空間的諮問題を

南部ミンダナオ地j或とその中心iliダノ〈オを事例にして検討してきた.

E.AGAの戦III告の基本は，社会資本整備と諸種の制度改革によって，加盟地域間における商品・資
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金・旅客・の流動性を1i{ii保し，そこに域外からの資本投資を導くということであった. ダノくオ

iliにみる限り， また 1997.1:1三のアジア通貨危機までの期間に克る限り，明らかに旅客・貨物の流動は高

まり，資本投資も活性化した.こうした意味で!ミAGAの地域経済への影響は看取できるが，一過性

のものにもみえる投資ブームをいかに実質的かつ持続的な地域経済成長に結び付けていくかというこ

とが，重安な諜iiさである.

同時に， EAGA fl/f.想は，各部分地域に対して その地方計百i.都市計画を全体計画に投合させるこ

とを要求している. これに!芯えて，市・圏域・地域のそれぞれで， I'~号発計画の策定もしくは更新を

行ってきている. タ。バオ市および南部ミンダナオ地j或に共通して指J高できることは，それぞれの空間

スケールにおいて階層的な i千i心地システムを実現しようとしていることである.すなわち，これらの

計磁に従えば， 2020年代までに多極分散的な地域体系が南部ミンダナオ地域に出現することになる.

これはi明らかに勺夜長の極J 型の地域経済開発手法に基づくものであると考えられるが，その運用を

誤れば， 1:1こl心市および1:1:1心市街地への人仁1.経済活動の過剰集!こ1=1を惹起しかねないJlf能性も指摘でき

る.上で、指摘したことにも通じるが，政府が本旨とするような農村地域の諸資源との連関を有した製

造業をいかに育成するかが，均衡のとれた地域成長を導く重要な鍵とならざるを得ない.

最後に， さらにマクロなスケールから地域変動をとらえる必要性を指摘しておきたい.それは，

EAG.AJ或内における地j或システムが長期的みていかなる方向に向かいつつあるかという点である.そ

のIlf能性のーっとして IJ司辺地域間111」たる EAG.Aの域内での新たな中心・周辺関係の成立が予期

できる.とくにパンダルスリブガワンやコタキナバルを有するボルネオ島北西岸は，国際的な航空網

の結節点としては域内で、突出した存在であり しかもシンガポールや半島部マレーシアから加工組立

産業などの資本投資を受け入れやすい位置にある.一方で，ダバオ地域が EAGA域内における次位

の仁|コ心地として成長するか吾かは，フィリピン!車内もしくはミンダナオ島内におけるダパオの地位の

動向とも関係している.本文中においても言及したように，島内の諸都市は都市システム上，直接的

にメトロマニラもしくはメトロセブと強く結び付いているのであって，ダバオ市は現況ではミンダナ

オj当を永別言する位置にあるわけではない.

本稿は筆者が大蔵省財政金融研究所特別研究官および南東フィリピン大学ミンダナオ政策研究センター客員研

究員として 1998年にフィリヒンに滞在したiZ4の研究成呆報白書の白;に加筆修正を施したものである.研究の機

会を与えて iごさった九州大学大学院比較社会文化jiJf究科の'/;;';)11泰夫教授，受入先を御総介下さった国際協力事業

111の保科秀IVi専門委員，受入を快諾下さった南東フィ 1)ピン大学の Prantilla学長，終始お世話になった Antipolo

1M学長を始めとするミンダナオ政策liJf究センターの背徳Jj，現地において何かとお位話になった海外青年協力隊

員の寺本真弓・西)11菩康の両氏，大蔵省の関係各位，以上の皆様方に記して心より御礼EjJし i二げます.なお，本

稿の骨子は， El本地理学会1998年度秋季学部j大会(於・北海道大学)において発表した
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1 )フィリピンにおける「地j或 Wegion)Jとは， J也

方自治の 'JFf立としてではなく， ql央政府の省J]'の

地方出先機関の :í~1: il~l~;'範 1m を ;Jくして IIJ し、られるもので

ある， "持者1)ミンダナオ地域(第 XI:l1l!J!&:) もかかる行

政区分の牟つである rl~c山onJ に対して，村Ij: hj( 

(1992， p.48) は「広域行政区域」の訳語を，十IjllLl

(1999) は「行政区」の訳語を充てている

2) 1995 ij'. に rl~egionJ の荷編がなされ，従来，第 XI

j生j或の-部をなしていた市ス 1)ガオナ1'1は新設の第Xlll

j也j或に編入され，第Xl1J也j或の 'i'mをなしていたス

ルタンクダラート州は第沼地j或に移管された.これ

によって，従来 2ナH]mーより構成されていた通称

、OCSAI~GEN 地域」は新たにスルタンクダラート

什|を加えて， rSOCSJ( SAI~GEN 地域」と 11子称される

ようになった.

3 )ここでいうミンダナオ地法とは，第 IX~ 溜地域お

よび ARMtvl (ムスリム・ミンダナオ自治区)である

4 )ゼネラルサントス市からスルタンクダラート州内

陸のブルアン湖まで、のが~80km に及ぶ IjJffi10km 恕)支の

狭院な平jfl地を「コロナダル・バレー」と 11子ぶ. こ

れは河谷ではなく摺1l1J通勤の向斜谷として形成され

たものである， IriJ Jti!.j或における開拓入植およびその

援の地域変避に関しては，梅原(1999) に詳しい.

5 )南コタバトナ1'1の良吉従業については，山下(1994)

および梅原(1999) に詳しI_，¥，

6 )以下，ダパオ市の開発史にi喝しては， Philippine 

Centennial ivlovement ed， xl (1997) および Oab，

bay (1995) を参考にした

7 )ダパオへの日本人移民に関しては，筆者が参照し

た城FEI(1980， 1985) をはじめ，いくつかの著作が

ある

8 )以 Iごの BIMP-EAGA の概安に I~l する記述は，

梅原弘光 (1992):風土と地}:m，綾部恒雄・石井米t.lt

編 fもっとう、nりたいフィリピン・第 2}~心弘文堂，

38-70， 

締原弘光(1999):開発入植と地域変化ーミンダナオ

島コロダナル・バレーの事例一.地理科学， 54， 

169-180. 

小田宏信 (J999):フィリピンにおける産業立地政策

とj也地経済 liトi発.桜花学院大学研究紀要， 1， 

149-176. 

県沼恵美(1999):フィリピンにおける地域開発政策

キヱ

OOI1lingucz (J997)， Li 乱山川ng仁ωo(泣川I1川nχ吋c!Ba川nzμ刊C久叩uela(1997)， 

およびび、1997i年iドミ 3)月]に京五京(でで、I.J附;1羽;目li官II色:さ jれ1た 「京アセアン

}成&1長j云三 j地也j域或 (ω131山h於Mザi

[長司司引i臼印iド際l宅際:祭4沖右機t引!関均アセアンセン夕一) の配{付;J寸J'資 flベテに JI~つJい

ている. EAGA の 11 本!??;による紹介としては~1I，r: 者

名(1993)，1I1 ド (199L1)，iJ.lifli (1996， 128-133) な

どがある

9) J 997ij'.の通貨危機にil¥JHuするまではさらに多くの

路線の計画があったが 以後三I'fil!i規模は縮小され

た.

10) 問ピジネスパークの開発部和は57haであり(第

] WJT事分)， うち3511aがフィ 1}ピン経 i斉1><:1=)" 

(PEZA) の指定する科目IJ経済i豆(エコゾーン)と

なっている

11)十Ijilll (1999) が指摘するように， 1991 ifの地ブYi"cl 

治法のjlJlJ定にfl句、いくつかの行政権限がIII央政府か

らナHiliiこ委譲されお 1')，出家公務員の宇佐1)も自治体

に絡を移している.公務古IIPIJにおける付1JIII!liI1iMifnの

増大にはこうしたことも j@II;1していると考えられ

る

12) I~OC の発jヰの経kJI{に関しては，千11I[1:1 (J 999) に詳

しし¥ また， Prantilla (1997) も南部ミンダナオ j也

f或を事例にして， フィリ!こンにおける j也域日f.l発言l'ii!Jl

の機構の変選について説明している

13) 刀、下では，主として IIiJ計画の修正版 (Tl日 I~egional

Development Council. Soutl1ern Mindanao Region， 

1995) に基づいている

14) ダパオ|霊IJ或に I~i]しては， I丞i際協力事業団の援助に

によって2016年までを計@iWJII¥]とする「ダノ〈オ総合

開発計画マスタープラン」が策定される予定であ

る

15) RICsについては，野津(1993) 参照.
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Liangco， L.iv1. and 13anzllcla守 S.F. (1997): Minclanao in 

thc 13IMIコ.EJ¥GJ¥ program initiativじS. Milldα11αo 

υe1Jelotment .IoHrnu 1. 1 -1. 18-26 

Philippinc Ccntcnnial ivlovcmじnt XI ccl. (1997): Facels 

。>[DU1JUO・sJJislory. Da¥'ao CilY， 100p 

PranLilla， E.13. (1997): ]<c只ional clc¥'clopmcnL plannin記

in .1¥日ia: an cvalllation of lhじ Philippinc日

cxpcricncc. Drafl c1iちじlIS日ionpapcγ p rcscn tecl at thじ

Thircl Africa trainin立 COUI・ccon local ancl regional 

clcvclopmcnL planning 01又anizeclby UNCIW .l¥frica 

ancl UNDP Kcnya. al Nairobi守 iくenya， Octobcr 8 

Novcmbcl・ 18

The I<cgional De¥・clopmcnt COllnじil， SOllthcrn lvlin. 

clanao I<c山on (J 995): UjJdaled SrJ1tlhern Mindu71ao 

!?egion ])e1JelojJmelll F'Iα71. 1996-19.98. Davao City， 

56p 

The East ASEAN Growth Area Project 

and Regional Developnlent Strategy: 

A Case Study of thεSouthern Mindanao Region， Philippines 

Hi ronobu ODA 

ASEAN is struggling for re21lization of free tr21de 21rea dllring the recent crises. ¥ヘ!hen

higher t21riff b21rrier is removecl by st21rt of AFTA (ASEAN Fγee Tr21cle Zone) ， intern21tion21l 

competition vvill be intensified. 1n the f21ce of glob21lizecl economies， 10c21l development str21tegy 

will enh21nce its import21nce 

BIMP-EAGA (Brllnei.1nclonesi21-M21I21ysi21-Philippines -E21st ASEAN Grmvth Are21) is m21cle 

21 st21rt in I'vl21rch 1994. 1t is Asi21's l21rgest region21l grouping， covering territories of four 

ASEAN countries. B1MP-EAGA comprises the entire slllt21nate of Brunei D21russ21I21m; 10 

provinces in the 1ndonesi21n isl21nds o[ 1く21lim21nt21n，Sul21¥vesi， M21luku， 21ncl 1ri21n ]21Y21; S21bah， 

Sar21v-.r21k， 21nd L21bll21n in M21l21ysi21; 21nd Mincl21n21o 21ncl P21lawan in the Philippines. 1n contr21st 

with 21nothel凋 Asi21n region21l grouping sllch 21s 1MT-GT 21ncl SIJYORl， BIMP-EAGA is 

ch21r21cterized 21s 21n 21lli21nce of the peripher21l region. 1n other worcls， its territory consists 

of the peripheral p21rts of e21ch country except Burunei. 1ts l21ncl 21re21 of roughly 1.54 million 

squ21re kilometers is home to 21bout 45.6 million people (1996). BIMP-EAGA's go21l is to intensify 

21ncl strengthen cross-bOIてlercooper21tion in orcler to incre21se tr21de， tourism， 21nd in vestments. 
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The real ization of the new re只ill1ethrou只hthe BlivIP-EAGA is expectecl to enhance the 

COll1pδrative position of the SOllthern Minclanao 1モgion as its gl・owth center， w hich in turn 

woulcl contribute to the enhancement of the Philippines in the international society. Incleecl， 

Davao City. which is the largest city of thc re山on，as a立atewayof EAGA in the Philippines 

has atlractecl ll1any passengers ancl large investll1ent towarcls hotels， shopping centers business 

parks ancl resiclential cleveloplllent. 'vvhich have chan日eclconsiclerably the Ul‘ban lanclscape c111ring 

a [ew years a[ter 1995. However， i[ the re父ionlacks appropriale re日ional strate立ies，iL will 

lose its way. 1n this sense， it is llleaning[ul that various kincls o[ regional planning are 

prol11otecl as followin日

. The SOllthern Minclanao Region Development Plan 

. The Davao integraLecl Developmenl Program Master Planning 

. City of Davao COll1pl‘ehensive Developll1ent Plan 

As a whole， iL seelllS that these plans present the γealizatiun o[ llllllti-nllclear spatial 

strllcture in every spatial level. These spatial c1evelopll1ent strate日iescan be realizecl when 

a立ricllltlll・eand lllanllfactllring sllstain their harmonious growth in the non-metropolitan area 

¥.vorcls: I3IivIP-EAGA Philippines， SouLh Minclanao Region， Davao City， spatial clevelopmenL 

slrate日y
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写真 1 ダパオ市の中心市街地

EAGAの発足後，中高層建物の

建築が目立っている .左側の建物

はダパオ市で 3番目に開業した

大規模ショッピングセンターの

ガイサノ モール.写真手前の空

地はプライス ビジネスノTーク

の一部をなす，ツインタワーの

建設予定地.背後にダパオ湾と

サマール烏が拡がる

(1998年 2月25日)

写真2 マグサイサイ通り

ダパオ市の中心商業地をなし

ている.衣服商や自動車もしく

は電機製品の部品商が軒を列ね

る.中古部品の販売が都市経済

の基盤的部門のーっとなってい

る 華人が経営する庖鏑が多く，

チャイナタウンと呼ばれている.

(1998年1月24日)

写真3 ダパオ市の在来型木造商家

1970年代までのダパオに典型

的な建築様式である 下見板風

の外壁に障子窓風の造りは， 一

見すると日本風である 窓の桟

には，貝殻から削り出された板

がはめ込まれている.サンタア

ナ埠頭付近にて.

(1998年l月24日)
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写真4 ビクトリア・プラザ ・モール

オブレロ地区に位置するミン

ダナオ島最大のショッピングセ

ンター.スーパー 百貨庖 -専

門 庖 街 銀 行 映 画 館 等 か ら な

る複合商業施設である 本施設

の付近には， ドリアンホテル

(写真 5)，プライスビジネスパー

クが相次いで建設されており，

ダノ T オの高リ者~{、としての tiJt中目を

呈 してきている.

(1998年2月25日)

写真5 ドリアンホテル

EAGA構想、に伴って，ダパオが

コンペンションシティとして注

目されるようになり，高層ホテ

ルの建設が相次いだ 本ホテル

もイベントホールを有する別棟

を併設し，屋上にはプールを備

える.写真は 3階までの仮営業

中の状況.なお，左側の道路は

市中心部と空港方面を結ぶJP
ローレル通り.

(1998年2月25日)

写真 6 インシュラー・ビレッジ E

華人資本によって建設された

最高級住宅地の一つ 本ピレッ

ジが位置するJPローレル通りの

この付近は， I百万長者通り」の

異名を持つに至っている.

(1998年l月26日)
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写真 7 オブレロ地区の住宅市街地

中央やや上の白い建物は南東

フィリピン大学 大学を中心に

整然とした街路パターンを有す

る住宅地が拡がる.手前左の建

物はビクトリアプラザで， JP 
ローレル通りに沿って，右側に

マクドナルド庖鋪，ガソリンス

タンド，サイカホテルと続く.

1960年代までは一面のココやし

林であった.

(1998年2月25日)

写真8 中心市街地北部の不良住宅群

ドリアンホテルより東方を望

む ダパオ市では区画整理のな

された高級住宅地の間隙をぬう

ように簡素な造りの住宅がスプ

ロールする.写真奥は，華人墓地.

(1998年 1月22日)

写真 9 ムスリムの水上家屋

ダパオ川河口部近くの海岸線

および旧河道の水際線に沿って，

ムスリム(イスラム教徒)の氷

上家屋が連なる .手前の水面は

ダバオ川の旧河道.

(1998年 1月24日)
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写真10 ダノミオ市北部のバナナ農園

ブハンギン地区Mandugパラン

ガイのダパオ川左岸に位置する

Lapanday Developm巴ntCorporation 

約700haの経営規模を有し，主に

デルモンテ・ブランドのノTナナ

を生産している .

(1998年2月19日)

写真11 ダパオ港ササ埠頭

従来からあるサンタアナ埠頭

の客貨分離をすすめるべく，コ

ンテナ埠頭として建設された

輸出品の7割をバナナが占めてい

る. 日本行の貨物船は，月に 5

隻寄港する.

(1998年1月26日)

写真12 ダパオ市北部のブナワン地区

地域農工センターとして，産業

開発が進行する. (左上)フィリ

ピン最大規模のダパオ・ユニオ

ン ・セメント工場. (右上)

TEFASCO埠頭と同貨物ターミナ

ル. (左下)国道沿いに伸びる街

路村 .(右下)建設中のファ ース

トオリエンタル・ビジネスノfー

ク

(1998年 1月26日)砂
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